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要旨：著者らが提案したコンクリートのクリープ推定法（修正重ね合せ理論）の適用性を検

討するために，圧縮応力の載荷除荷パターンおよび圧縮応力と引張応力の交番繰り返し荷重

を作用させたクリープ試験を実施した。その結果，従来の重ね合せ理論に比べ，修正重ね合

せ理論は繰り返し応力下におけるクリープ進行割合をよく推定できることが明らかとなっ

た。 
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1. はじめに 

 コンクリートのクリープは，コンクリート構造

物に作用する持続応力により，変形が増大する現

象であり，時間依存変形問題などに対し，無視す

ることができない。変動応力下におけるクリープ

の推定については，履歴理論 1)による重ね合せ理

論(以下,重ね合せ理論)が一般的であるが，その適

用性について，十分検証されていないのが現状で

ある。このような現状を踏まえて，著者らは，重

ね合せ理論の適用性の問題点を指摘し，除荷過程

における応力の取り扱いを考慮した修正重ね合

せ理論 2)を提案している。本論文では，修正重ね

合せ理論の適用性を検証するために，高強度コン

クリートを対象として，①圧縮応力の載荷と除荷

を繰り返し行なうパターン(単調除荷型)および

②圧縮応力と引張応力の交番繰り返し荷重を作

用させたパターン(応力反転型)についてクリー

プ試験を実施した。 

 

2.重ね合せ理論 1) 

 重ね合せ理論は，コンクリートの温度応力解析

等でよく用いられてきた方法である。この方法は，

載荷された応力を微小時間で分割して考慮する

方法である。重ね合せ理論では，一度作用された

応力が永久に作用し続けると仮定する。以下に重

ね合せ理論によるクリープ算定式を示す。  

( ) ( )∑ −=
=

t

0j
jcr jtt ε∆ε                (1) 

ここに， ( )tcrε ：材齢 t 日におけるクリープひず

み， ( )jtj −ε∆ ：載荷時材齢 j 日の応力増分に対す

る材齢 t 日におけるクリープひずみ  

 
3. 修正重ね合せ理論 2) 

著者らは，応力反転を含む変動応力下におけ

るクリープ推定法として，除荷過程以降において，

先行載荷応力(以下，本論文では履歴応力という)

を低減するとともに，除荷に伴うクリープ推定に

回復クリープを適用する方法を提案している。図

-1 に修正重ね合せ理論の概要図を示す。載荷期

間 1i1 +ττ～ では，従来の重ね合せ理論によるクリ

ープの推定を行なう。まず，載荷期間 1i1 +ττ～ で

載荷された応力 1σ∆ から iσ∆ に対するクリープ

ひずみ ( )iicr t,τε は式(2)で算定する。次に，除荷期

間 1n1 +′′ ττ ～ では，除荷応力 ( )nreσ∆ を考慮して，履

歴応力低減係数 nk を載荷応力 i1 σ∆σ∆ ～ に乗じる

ことで，載荷期間 1i1 +ττ～ で載荷した応力を低減

させる。この手法を履歴応力低減法という。この

方法は過去の先行載荷応力に応じて，除荷応力を

按配し，先行載荷応力を低減させる方法である。

iσ∆ に対する履歴応力低減係数を式(3)に示す。 
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nk は各除荷域における除荷応力分を先行載荷

応力の合計で除したものを 1.0から差し引くこと

により，除荷による先行載荷応力の低減を表現し

たものである。 0.1k0.0 n ≤≤ の範囲で変化し，1.0

の場合は，先行載荷応力がそのまま，載荷され続

けることを意味している。 nk が小さくなること

により，先行載荷応力が小さくなることを示す。

除荷期間のクリープ量は式(4)により算出する。

次に，除荷時材齢 nτ ′ において，回復クリープが

発現するものとし，回復クリープひずみ ( )nnre t, ′′τε

を式(5)で算出する。そして，除荷期間における

クリープひずみは，式(6)に示すように，式(4)の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリープ量を式(5)の回復クリープひずみの和と

して算出する。 
Ⅰ.載荷期間： 1i1 +ττ～  (従来の重ね合せ理論) 

( ) ( )∑ ⋅=
=

i

1i
iiiiicr t,t, τφσ∆τε         (2)  

Ⅱ.除荷期間： 1n1 +′′ ττ ～  (履歴応力低減法＋回復ク

リープ) 

iσ∆ に 対 す る 履 歴 応 力 低 減 係 数 nk ：

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )⋅⋅⋅=⋅⋅⋅=≤≤
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 (3) 

応力載荷域 応力除荷域 

Δσ1 

Δσ2 

Δσi 

Δ(σre)2 

Δ(σre)１ 

Δ(σre)n 

τ1   τ2   τ3  τi   ττ1’ τ2’ τ3’  τn’ τn+1’ 

τ1  τ2    τ3   τi  τ

τ1   τ2         τ i

τ1’  τ2’   τ3     τn’  τn+1’

τ1’  τ2’   τ3’  τn’   τn+1’

Δσ 

εcr 

Δσi：載荷応力 
Δ(σre)n：除荷応力 

k2Δσiφ(τi,ti ) k3Δσiφ(τi,ti )

kn：履歴応力低減係数 

εcr 

Δσiφ(τi,ti )

k1Δσiφ(τi,ti ) 

履歴応力の低減によって

減少したクリープ量 

図-1 修正重ね合せ理論の概要

クリープ関数

回復クリープ 
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( ) ( )iiinnncr t,kt,' τφσ∆τε ⋅⋅=′′        (4)   

回復クリープに関する項目： 

( ) ( ) ( )nore
n

n

1n
rennre t,t,t, ′⋅∑=′′

=
τφσ∆τε     (5)      

   本研究の提案法 

( ) ( ) ( )nn

n

1n
re

n

1n
nncr

i

1i
iicrc t,t,t, ′′∑+∑ ′′′∑ +=

===
τετετεε  (6)  

 
ここに， iσ∆ ：載荷応力(N/mm2)， ( )nreσ∆ ：除荷

応力(N/mm2)， iτ ：載荷時材齢(日)， nτ ′ ：除荷時

材齢(日)， it ：載荷期間(日)， nt′ ：除荷期間(日)，
( )iicr t,τε ：載荷時のクリープひずみ (×10-6)，
( )nnre t, ′′τε ：回復クリープひずみ(×10-6)， ( )ii t,τφ ：

単位クリープ関数(×10-6N/mm2)， ( )niore t,t, ′τφ ：単

位回復クリープ関数(×10-6N/mm2)， oτ 初期載荷

時材齢(日)， ( )nncr t, ′′′ τε :除荷期間のクリープひずみ

(×10-6)， cε ：全クリープひずみ量(×10-6)， nk ：

履歴応力低減係数 
 
4. 変動応力下のクリープ試験の概要 

(1) 供試体の作製 

図-2 に変動応力クリープ試験供試体の形状・

寸法を示す。供試体の寸法は 100×100×200mm

とした。供試体両端に 4 本の異形鉄筋（D10×

80mm）で圧縮・引張兼用の載荷板を取り付けた。

クリープ供試体のひずみ計測には供試体断面中

央に配置した埋め込みひずみ計を用いた。各クリ

ープ供試体には試験直前に，金属スプレーによる

防水コートとアルミ箔粘着テープによる封緘処

理を施した。本研究で用いた高強度コンクリート

の示方配合を表-1 に示す。セメントは普通セメ

ント(比表面積：3360cm2/g，密度：3.15g/cm3)を

用いた。水セメント比は 30%とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細骨材は長良川産砂（密度：2.62 g/cm3，

FM:2.63）を用いた。粗骨材は長良川産砕石（密

度：2.61 g/cm3，最大寸法：25mm）を用いた。混

和剤は高性能 AE 減水剤を使用した。強度および

弾性係数の一例を表-2に示す。 

 

 

 

 

＊）高性能 AE 減水剤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) クリープ試験装置 

本研究では図-3 に示すような油圧式の圧縮お

よび引張クリープ試験装置を用いた。圧縮および

引張クリープ試験機の最大容量は，それぞれ

500kN および 200kN である。クリープ試験の測

定ひずみには，自己収縮ひずみ成分を含んでいる

ため，同一の環境条件下に置いた無載荷供試体に

生じる自己収縮ひずみを測定し，クリープ試験の

測定ひずみから差し引くことでクリープひずみ

成分を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

200 
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100 

埋め込み型ひずみ計 

30 30 

図－2 供試体形状・寸法(単位：mm)

表-1 示方配合 

表-2 強度および弾性係数試験結果 

材齢

(日）

fc 

（N/mm2）

ft 

（N/mm2） 

Ec 

（×104N/mm2）

1.5 20.0  1.6  2.3  

3 60.0  4.4  3.3 

7 69.2  4.5  4.1  

14 78.7 5.6 4.0  

28 83.0  6.5  3.8  

引張試験装置

圧縮試験装置

油圧ジャッキ
(最大500kN)

ロードセル
供試体

油圧ジャッキ
（最大200kN）

定着ナット
PC鋼棒

PC鋼棒　定着ナット　
　

図－3  クリープ試験装置 

W/C s/a
(%) (%) W C S G Ad*

30 44.2 110 440 840 1060 22

単位量（kg/m3
）
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(3) 載荷応力パターン 

 図-4,5に応力パターンを示す。図-4は圧縮応力

の載荷除荷の繰り返し(応力単調除荷型)パター

ンである。図-5は，圧縮→圧縮の除荷→引張を繰

り返す(応力反転型)パターンである。材齢28日ま

では，所定の応力変化材齢において，強度試験を

行い，その強度試験結果の40％以内を載荷応力と

した。試験の本数は各パターンでそれぞれ3本ず

つとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.クリープ関数 

(1) 基本クリープ関数 2) 

本研究では，若材齢高強度コンクリートの基本

クリープ関数として，土木学会式 3)を参考にして 

実験結果より，式(7)～(11)のクリープ関数を推定

したものを用いた。本式は，載荷期間 20 日の終

局クリープ値 ( )iτγ にクリープ進行関数 ( )itβ を乗

ずることで，単位応力あたりのクリープ値 ( )ii t,τφ

を推定するものである。載荷時材齢 28 日以降の

クリープ関数は，一定と仮定した。なお，本研究

では，既往の研究 4)を参考にして圧縮クリープと

引張クリープの大きさは同じとして，クリープを

推定した。 
( ) ( ) ( )iiii tt, βτγτφ ⋅=  (7) 

( ) ( ) ( )( ){ }iiii c^tbexp1t ττβ ⋅−−=     (8) 

( ) 2644 ii += ττγ             (9) 

( ) 3.0/3.1b 2
ii += ττ (10)

( ) ( ){ }8.0^9.0exp155.0c ii ττ ⋅−−⋅=    (11)        
 
ここに， ( )ii t,τφ ：単位クリープひずみ (×
10-6/N/mm2)， ( )itβ ：クリープ進行関数， ( )iτγ ：

最終クリープひずみ(×10-6/N/mm2)， it ：載荷期

間（日）， iτ ：載荷時材齢(日) ， ( )ib τ ：中長期の

クリープ速度影響係数， ( )ic τ ：初期のクリープ

速度影響係数 
(2) 回復クリープ関数 2) 

 初期載荷時材齢 oτ のクリープ関数に回復率

( )itRe をかけることにより，回復クリープ関数を

定義した。ここでは，上記で得られた載荷時材齢

1.5日の圧縮クリープ関数にクリープ回復率を乗

ずることで除荷時のクリープ挙動を評価するこ

ととした。以下に単位回復クリープ関数を示す。

なお，載荷期間27日以降のクリープ回復率は一定

と仮定した。  

( ) ( ) ( )no
i

niore t,
100

tRet,t, ′⋅=′ τφτφ      (12) 

( ) ( )ii tln37.68.33tRe ⋅−=         (13) 

( )0.1ti ≥  

( ) ( )( )392.0^t878.0exp13.55t, nno ′⋅−−⋅=′τφ  (14) 

 
ここに， ( )niore t,t, ′τφ ：単位回復クリープ ( ×

10-6/N/mm2)， ( )itRe ：クリープ回復率 (%)，

( )no t, ′τφ ：初期載荷時材齢 oτ の単位クリープ関数

(×10-6/N/mm2)， nt′：除荷期間(日) ( )nt0.6 ′≤ ， it ：

載荷期間(日)， oτ ：初期載荷時材齢(日)，本研究

では 5.1o =τ 日と仮定した。 

 

6.  実験結果と推定結果の比較 

(1) 応力単調除荷型 

 図-4に示す単調除荷型の応力パターンによる

クリープ挙動を図-6に示す。まず，従来の重ね合
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図-4 応力単調除荷型 

 図-5 応力反転型 
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せ理論による推定値は，1サイクル目において，

実測値の範囲内にあるが，材齢7日における3回目

の除荷以降，実測値よりも回復クリープを大きく

推定する傾向にある。2サイクル目においても，

材齢41日における3回目の除荷以降，実測値より

も回復クリープを大きく推定する傾向にある。一

方，修正重ね合せ理論による推定値は，１サイク

ル目の実測値よりも，若干，回復クリープを小さ

く推定しているが，実測値の傾向とよく一致して

いる。しかし，2サイクル目は，圧縮応力載荷ク

リープの推定値が，実測値より大きく推定してい 

るため，その影響により，除荷過程のクリープを，

実測値よりも大きく推定する結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  応力反転型 

図-5に示す応力反転パターンによるクリープ

挙動を図-7に示す。まず，重ね合せ理論による推

定値では，圧縮応力増加域および圧縮応力除荷域

ともに，実測に比べ，クリープを大きく推定して

いる。また，応力が圧縮から引張へ反転した後も，

実測値を引張側に大きく推定する傾向にある。一

方，修正重ね合せ理論による推定値も圧縮応力増

加域では，実測値を大きく推定している。しかし，

圧縮応力の除荷域および応力反転以降の引張応

力域においては，推定値は実測値を圧縮側に大き

く評価している。 

(3) 修正重ね合せ理論の適用性について 

図-8,9に単調除荷型の各サイクルにおけるク

リープ量(εcr)を各サイクルの圧縮クリープ最大

値(εcr cmax)で無次元化した結果を示す。無次元

化したものをクリープ進行割合と定義する。まず，

図-8より，修正重ね合せ理論と重ね合せ理論共に，

圧縮応力の載荷過程と除荷過程ともに実測値と

よく一致している。次に，図-9より，2サイクル

目の除荷過程において修正重ね合せ理論は実測

値とよく一致している。一方，重ね合せ理論は除

荷が進むにつれて，実測値よりも除荷クリープを

大きく推定している。 
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図-6 実測値と推定値の比較 

(応力単調除荷型) 
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図-7 実測値と推定値の比較 

(応力反転型) 

図‐8 クリープひずみの無次元化 

(応力単調除荷型：1サイクル) 

図‐9 クリープひずみの無次元化 

(応力単調除荷型：2サイクル) 
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次に，図-10,11に応力反転型の各サイクルにお

けるクリープ量を各サイクルの圧縮クリープ最

大値で無次元化した結果を示す。図-10より，修

正重ね合せ理論は除荷・応力反転後においても，

実測値とよく一致している。重ね合せ理論は，応

力除荷反転に対して若干，実測値を大きく推定す

る傾向にある。図-11の2サイクル目において，修

正重ね合せ理論は，除荷過程で若干，実測値を大

きく推定しているが，実測値とよく一致している。

一方，重ね合せ理論は，除荷・応力反転後に実測

値よりも大きく推定する結果となった。以上のよ

うに，著者らが提案した修正重ね合せ理論は除荷

後のクリープをよく推定できると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変動応力下のクリープ推定で重要となるのは，

①単位クリープ関数および②クリープ推定法で

ある。図-6,7のクリープ推定結果では，単位クリ

ープ関数が実測値のそれとよく合致しなかった

ために推定値が大きく異なった。しかし，図‐8

～11に示すように，無次元化したクリープで比較

すると修正重ね合せ理論の特徴である除荷過程

のクリープ推定法として，①履歴応力低減法およ

び②回復クリープを適用することにより，実測値

をよく推定できることが明らかとなった。 

 

7.まとめ 

本研究のまとめを以下に示す。 

1) 修正重ね合せ理論および重ね合せ理論とも

に，圧縮応力増加過程におけるクリープを実

測値に比べ大きく推定した。これは，クリー

プ関数の適用性が原因であると考えられる。 

2) 繰り返し応力作用下においても，修正重ね合

せ理論によるクリープ推定法は重ね合せ理

論に比べて，特に除荷過程におけるクリープ

進行割合を精度よく推定できることが明ら

かとなった。 

今後，さらに種々の応力履歴におけるクリープ

推定を行い，修正重ね合せ理論の適用を検討する

とともに，各種配合コンクリートについてクリー

プ実験データの蓄積が必要と考える。 
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図‐10 クリープひずみの無次元化 

(応力反転型：1サイクル) 

図‐11 クリープひずみの無次元化

(応力反転型：2サイクル) 
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